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ふくしま緑の森づくり公社の概要と経営状況
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（公社）ふくしま緑の森づくり公社の概要

Ⅰ 設立及び背景
昭和30年代後半の本県林野の状況は、民有林野における森林の蓄積程度が低く経営が劣悪で

あり、また、出稼ぎによる労働力流出、賃金高騰や造林資金の逼迫等により造林事業が停滞し、
地域定住環境の改善や公益的機能の発揮などのための造林の推進が、奥地未開発林野を有する市
町村における振興上の課題となっていた。
一方、昭和33年に「分収林特別措置法」が施行され、県では昭和38年に「民有林造林長期計

画」を策定し、人工林率60％達成を目標としていたが、当時の造林補助、市町村による造林及
び森林開発公団造林等だけでは、目標達成は極めて困難な状況であった。
また、県行造林も、財政事情に加え、当時は農林漁業金融公庫（平成20～日本政策金融公庫）

から融資が受けられなかったため、既定の国の補助制度のみでは造林拡大の可能性は低いことか
ら、国の補助制度と併せて公庫融資を受けられる公的組織をつくる必要があった。
このような状況を背景に、造林を推進する県の補完機関として、福島県、市町村、林業関係団

体の出資により昭和42年４月１日に福島県林業公社が設立された。
平成26年４月１日に公益社団法人へ移行し、名称を「ふくしま緑の森づくり公社」に変更し

た。

Ⅱ 組織及び職員数
平成24年３月をもって公社プロパー職員は全員退職し、県派遣職員と嘱託員の組織体制とな

っていたが、平成29年度に新たに公社プロパー職員を２名採用した。

（令和８年４月17日現在）
理事13名 管 理 課 ３名（２名）
理事長 副理事長 本 社

専務理事（県派遣） 事務局 業 務 課 ３名（３名）
理 事

事業所 会津事業所 ３名（２名）
監事３名
会計監査人１名 職員７名（県派遣５名、プロパー２名）

再任用職員２名（県OB２名）
※（ ）は専門業務支援職員で外書き

Ⅲ 事業の概要
１ 事業の内容
⑴ 造林、育林、その他の森林整備及び立木の伐採
⑵ 森林の造成及び施業の受託
⑶ 分収造林及び分収育林制度の促進
⑷ 森林、林業、自然環境・地球環境の保全等に関する普及啓発
⑸ 林業の経営、技術の指導等林業の振興
⑹ その他公社の目的を達成するために必要な事業

２ 事業対象地域
県内一円
（分収林事業の実施対象市町村は、社員市町村で令和８年４月１日現在、31市町村）
【分収造林】本社管内 4,883.82ha 会津管内 12,713.76ha 計17,597.58ha
【分収育林】本社管内 50.12ha

３ 事業資金
国・県等からの補助金（造林補助金、公庫償還補助金等）、借入金（日本政策金融公庫及び

県）、自己資金（賦課金、販売収入等）をもって充てている。



- 2 -

４ 分収造林事業の概要
⑴ 事業の仕組み及び契約内容（契約期間、分収割合）

土 地 所 有 者 公 社
（ 土 地 の 提 供 ） ↓ （造林者・費用負担者）

↓
契約期間80年 分収造林契約 地上権設定
※現行は60年 ↓

植 栽
↓

保 育 実行・管理
↓

間伐・主伐
↓

土地所有者 40％ ※参照 収益・分収 公 社 60％ ※参照

※ 現在行っている分収割合見直しにより、市町村契約は「土地所有者10％：公社90％」、その
他の契約は「土地所有者20％：公社80％」に変更を進めている。

⑵ 契約の状況（令和８年４月１日現在）
【分収造林】

区 分 市町村 財産区 共 有 会社等法人 個 人 計
面 積（ha） 1,259.48 3,674.50 5,950.98 2,353.68 4,358.94 17,597.58
割 合（％） 7 21 34 13 25 100
契約件数（件） 50 152 386 166 2,202 2,956
契約者数（人） 50 152 5,856 169 2,202 8,429
※本社管内 4,883.82ha、会津管内 12,713.76ha

【分収育林】
区 分 市町村 財産区 共 有 会社等法人 個 人 計

面 積（ha） － 3.16 7.73 － 39.23 50.12
割 合（％） － 6 16 － 78 100
契約件数（件） － 1 2 － 6 9
契約者数（人） － 1 8 － 6 15
※本社管内のみ。

⑶ 森林資源の状況（令和８年４月１日現在）
公社造林地は、14,807haで契約地の84％。また、搬出間伐の対象となる林齢が35年生を

超える森林は88％となっており、現在、保育から搬出間伐を中心とした施業となっている。
なお、造林地の69％は、会津地方に存在している。
樹種別では、スギが71％、アカマツ・カラマツが24％、ヒノキが４％となっている。

（単位 面積：ha／構成比：％）
区 分 ５齢級 ６齢級 ７齢級 ８齢級 ９齢級 10齢級 11齢級 12齢級 合 計
ス ギ 0 721 844 1,277 2,313 2,419 2,016 961 10,551
ヒ ノ キ 0 93 127 139 165 81 20 0 625
アカマツ 0 0 0 0 26 507 1,363 1,033 2,929
カラマツ 0 4 21 42 104 105 117 307 700
そ の 他 0 0 0 0 2 0 1 0 3
合 計 0 817 992 1,458 2,610 3,112 3,517 2,301 14,807
構成比 0.0 5.5 6.7 9.8 17.6 21.0 23.8 15.5 100.0
※齢級とは、森林の林齢を５年括りにしたもので、５齢級は21～25年生の森林を示す。
※単位未満を四捨五入しているため、必ずしも合計と一致しない。
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５ 財務状況
⑴ 出捐金及び賦課金の状況

（令和７年度決算）
社員区分 構成数 口 数 出捐金 賦課金（単年度）

福 島 県 1 100 10,000千円 50千円
市 町 村 31 135 13,500千円 2,990千円
林 業 関 係 団 体 3 20 2,000千円 150千円

合 計 35 255 25,500千円 3,190千円

⑵ 長期借入金残高及び内訳
（令和８年３月31日現在）

政策公庫 県 市町村 市中銀行 その他 計
122.6億円 355.0億円 － － － 477.6億円

ア 日本政策金融公庫の利率別残高
公庫から借り入れた借入金の最高利率は3.25％となっている。
これは、平成15年度から平成19年度に施業転換資金を活用し、約96億円を高利率の借

入金から低利率の借入金に借り換えたこと、また、平成18年度から平成19年度に利率3.5
％以上の借入金約26.4億円を繰上償還したことによるものである。
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（令和８年３月31日現在）
利率区分 借入金残高 償還期間

無利子 1,294百万円 令和８～37年度
1.0％未満 271百万円
1.0％以上～1.5％未満 1,836百万円
1.5％以上～2.0％未満 4,067百万円 令和８～57年度
2.0％以上～2.5％未満 3,007百万円
2.5％以上～3.0％未満 966百万円
3.0％以上～3.5％未満 823百万円

合 計 12,264百万円

イ 県からの借入金残高内訳
県は公社設立から平成12年度まで有利子で貸付金を貸し付けてきたが、木材価格の低

迷や賃金の高騰などから公社事業の収支の均衡が見込めない状況を踏まえ、平成13年度
からの新規貸付け及び既往貸付金ともに無利子とした。

（令和８年３月31日現在）
借入年度 借入残高 償還年度 備 考

昭和42～平成12年度 20,825百万円 令和27～42年度 平成13年度契約変更
平成13～令和７年度 14,671百万円 令和29～67年度

合 計 35,496百万円

⑶ 事業収支状況（令和７年度決算）
公社は自主財源を持たないことから、公社運営に際しては、県からの借入金、補助金、公

庫からの借入金が主な財源となっているが、平成27年度から公庫償還金について県の補助
金が交付されていることにより、補助金収入は全体の68％を占めている。
一方、支出内容を見ると、元利償還金の占める割合は55％、特定資産取得が８％となっ

ており、残りの37％で分収林の管理や組織運営を行っている。
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Ⅳ 経営改善の状況

１ 経営改善計画書（第３次緑の森づくり新生プラン）の概要
　　○　策定年月日　　　令和６年５月28日

　　○　計画対象期間　　令和６年度～令和10年度

　　○　評価対象期間　　令和６年度～令和10年度

〔経過〕

２ 経営改善計画書（第３次緑の森づくり新生プラン）の進捗状況
 ⑴ 森林の整備
　　効率的な森林整備及び森林の状況に応じた適切な管理等を推進する。

　［目標］　事業量を「森林整備面積」で５００ｈａ、「作業路等」で２５，０００ｍとする。

　［実績］　事業量を「森林整備面積」で３８０ｈａ実施し、「作業路等」で２３，６４６ｍの作設を行った。

    （単位：ha、ｍ）

取組内容 現況値 R6 R7 R8 R9 R10目標値

計　　　画 500 500 500 500 500

森林整備面積(ha) 実　　  績 430 428 380

達　成　率 86% 76%

計　　　画 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000

作業路等(ｍ) 実　　  績 19,918 30,601 23,646

達　成　率 122% 95% 0% 0%

※現況値は、令和元年度～４年度の４か年平均値。

　※森林整備に係る事業費（参考数値）     （単位：千円）

取組内容 現況値 R6 R7 R8 R9 R10目標値

計　　　画 413,000 413,000 413,000 413,000 413,000

森林整備事業費 実　　  績 341,379 365,681 361,876

達　成　率 89% 88% 0% 0%

※　作業路等の整備に要する事業費を含む。

 ⑵ 木材の生産と収入確保に係る重点的な取組
　　積極的に間伐材を搬出し、さらなる販売収入を確保する。

　［目標］　間伐材の販売収入を６８，０００千円確保する。

　［実績］　搬出を伴う間伐を２２４．４２ｈａ実施し、５７，９９１千円の販売収入を確保できた。

　［評価］　間伐材販売収入は、搬出材積が少なかったため目標額の８５％となった。

（単位：千円）

取組内容 現況値 R6 R7 R8 R9 R10目標値

計　　　画 68,000 68,000 68,000 68,000 68,000

実　　  績 51,891 60,423 57,991

達　成　率 89% 85% 0% 0%

※現況値は、令和元年度～４年度の４か年平均値で、公社実施分のみ。

 ⑶ 財務状況の改善に係る重点的な取組
　　管理経費（物件費）節減の検討を行う。

　［目標］　現況値を維持し、５，５００千円以内の支出にとどめる。

　［実績］　物件費実績額は、５，６１７千円となった。

区　　分

収入見込額 木材販売収入額

　［評価］　計画目標は達成できなかったが、社用車のエアコン故障による修理代（２１４千円）とMicrosoft
　　　　　Office2016・2019のサポート終了に伴うOffice2024購入代（３０８千円）を除くと物件費実績額は
　　　　　５，０９５千円となり、管理経費の節減は実行できた。また、社用車の配置を見直し、１台売却して
　　　　　収入（２５４千円）を得るなど、財務状況の改善を図った。

　令和６年５月28日 「第３次緑の森づくり新生プラン」決定（令和６年度第２回理事会）

　令和６年６月14日 「第３次緑の森づくり新生プラン」報告（令和６年度第11回定時社員総会）

　［評価］　作業路等の整備を重点的に行った結果、森林整備面積は目標の７６％、作業路等についてはほぼ目
　　　　　標どおりの９５％となった。

１年間に間伐等の森
林施業を実施する面
積

１年間に整備する作
業路等の延長

区　　分

区　　分

１年間に間伐等の森
林施業の実施に係る
事業費
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（単位：千円）

取組内容 現況値 R6 R7 R8 R9 R10目標値

計　　　画 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500

実　　  績 5,568 6,117 5,617

達　成　率 111% 102% 0% 0%

 ⑷ 土地所有者の協力による分収割合の見直し
　　県、社員市町村等からの支援を受けながら、引き続き分収割合の契約変更を推進する。

　［目標］　分収割合について、２０件の変更契約の締結を行う。

　［実績］　１４５件の変更協議を行い分収割合の変更に取り組んだ結果、３件の変更契約の締結となった。

　［評価］　計画目標を未達成。

（単位：件）

取組内容
契約件数
(R8.3末)

現況値
R8.3末
変更件数

R10目標値

市町村有林 50 50 50 50

計　　　画 個人･共有林等 2,906 2,022 2,062 2,124

計 2,956 2,072 2,112 2,174

実　　  績 計 2,088 2,088

達　成　率 ％ 71% 98.9%

【参考】　　 （単位：件）

取組内容 現況値 R6 R7 R8 R9 R10目標値

計　　　画 20 20 20 20 19

実　　  績
2,072

(累計)
6 3

達　成　率 30% 15% 0% 0%

※現況値は、令和５年３月末までの契約変更実績件数。

　［契約締結に至らない要因等］

　　・交渉は重ねているが、分収割合を変更することの必要性が契約相手方に理解されない。

　　・共有地等で権利者が複数存在し、意見がまとまらない。

 ⑸ 公庫借入金の繰上償還による利子負担の軽減
　　不成績林等について契約解除に向けた協議を進め、政策金融公庫借入金の繰上償還を行う。

　［目標］　３０，０００千円の公庫資金繰上償還に取り組む。

　［実績］　１契約地について、１３，７７９千円の繰上償還を実施した。

（単位：千円）

取組内容 現況値 R6 R7 R8 R9 R10目標値

計　　　画 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

実　　  績 7,205 15,716 13,779

達　成　率 52% 46% 0% 0%

※現況値は、令和元年度～４年度の４か年平均値。

区　　分

公庫資金
繰上償還額

政策金融公庫借入金
の繰上償還を行う。

区　　分 R8～R9

区　　分

分収割合変更
契約件数

　　・分収割合の変更と契約期間の延長を一体的に進め、長伐期施業複層林化により、所有者が主伐後に植栽が
    　不要になる等のメリットを併せて説明するなどして、同意取付けを図る必要がある。

　［評価］　計画目標を未達成。なお、契約の一部解除に伴う繰上償還（１１，０１２千円）を含めると、
　　　　　２４，７９１千円（目標額の８２．６％）となる。また、いまだ任意の繰上償還は認められていな
　　　　　い。

土地所有者の協力を
得て分収割合の契約
変更を推進する。

区　　分

物件費所要額

物件費（旅費交通
費、需用費、通信運
搬費、会議費及び什
器備品費の合計額）

土地所有者の協力を
得て分収割合の契約
変更を推進する。

※現況値は、令和元年度～４年度の４か年平均値。
　分収林契約適正化事業に要する経費を除く。

達　　成

※現況値は、令和５年３月末までの契約変更実績件数。
　地位級・地利級による施業団地区分の評価が高いもののうち、交渉可能な契約99件を対象とする。
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○森林の公益的機能の持続的発揮

【 森林の公益的機能の持続的発揮 】 【木材の生産、販売対策】

≫プランニングマップ（木材生産の難易度を表示）を活用した適切な森林管理
≫航空レーザー計測データ及び地上レーザー計測機器等の活用により、
資源情報の精度向上を図り安定的な材の供給体制を整備し有利な

販売につなげる

≫列状間伐などの施業技術の導入による
作業効率の改善

≫技術研修会の開催

【公社運営の改善(コスト削減）】

○効率的な森林整備 （約２１．９億円の減）

○木材販売収入の確保 （約２．４億円の増）

○管理費の削減 （約１．８億円の減）

○県の支援策（公庫償還金についての補助等）

○土地所有者の協力：分収割合変更契約達成率 （２．５ポイント上昇） ６７．５％⇒７０．０％（R5.3.31現在、2,072件／2,960件）
○長期借入金残高 （１２億円の減） ５００億円⇒４８８億円（R5.3.31現在）

○造林地現有面積

約15,000ha

○森林施業

長伐期・非皆伐による

針広混交林施業の推進

≫管理費等運営経費の縮減と収入確保
○管理経費等（物件費）の節減

（R5目標） （R10目標）

目標：物件費 6,399千円/年 → 5,500千円/年

○経営改善積立資産の使途拡大による短期借入金

の利子負担軽減

○Ｊクレジット制度の導入に向けた取組

（新たな収入の確保）≫分収割合の見直し
○優先して取り組むべき対象として選定した契約者と

の協議による分収割合見直しの推進（5年間で99件）

目標：分収割合変更件数 R10年度末 = 2,174件

（73.4%＝2,174件／2,960件）≫公庫借入金の繰上償還による利子負担の軽減
（経営改善積立資産の活用）≫森林経営管理制度を活用し市町村と連携した、

森林管理等による受託収入の確保

≫関係者への協力、支援要請
・事業資金の確保、借入金の抑制のため

県、国、市町村等の協力、支援を要請

≫効率的な森林整備
○森林経営計画に基づく施業の重点化

○主伐期や６０年生時の間伐期の到来を見据えた

事業量の一部前倒し（事業量の平準化）

○市町村と連携した森林整備

（R5目標） （R10目標）

目標：森林整備面積 560ha/年→ 500ha/年

≫森林の状況に応じた適切な管理
○森林の適正な管理による

公益的機能の発揮（長伐期・非皆伐施業等）

○不成績林の林況・立地条件調査

→土地所有者との協議・解除等の検討

≫木材生産の低コスト化
○計画的な路網整備

（R5目標） （R10目標）

目標：作業路延長 25,000m/年 → 25,000ｍ/年

≫有利な販売方法の選択
○山土場での木材販売、木材市場への出材、

単価契約等

○スケールメリットを活かした大口

需要先への直接搬入等

目標：木材販売収入

（R5目標） （R10目標）

35,000千円 /年→ 68,000千円/年

プランニングマップﾟの活用

スケールメリットを利用した

木材販売

レーザー計測データ等の活用

ふくしま緑の森づくり公社 第３次緑の森づくり新生プランの概要

【 ＩＣＴ技術、新たな施業技術の活用 】

第２次プランの成果（R元～R5）

第３次プランで重点的に取り組む事項（R6～R10）

列状間伐の実践

森林再生への取組(流出防止柵)

Ｊクレジット制度（イメージ） 【CO2排出企業】

CO2CO2

【適切な森林管理】
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【参 考】経営状況

   直近５か年間の事業の実施状況、収支決算の状況等は、次のとおりである。

 １ 事業実施状況

  ⑴ 分収造林事業

区  分 (単位) ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 計（3～7）

新 植 (ha) － － － － － 0.00

補 （ 改 ） 植 (ha) － － － － － 0.00

下 刈 (ha) 5.18 1.34 － － － 6.52

雪 起 (ha) － － － － － 0.00

除 伐 ・ つ る 切 (ha) 2.81 － － － － 2.81

枝 打 (ha) － － － － － 0.00

保 育 間 伐 (ha) 177.56 171.63 183.62 189.98 157.32 880.11

間 伐 (ha) 144.03 127.87 126.39 102.51 117.01 617.81

ふ く し ま
森 林 再 生 事 業
森 林 整 備 加 速 化
( 病 虫 獣 害 対 策 )
未 利 用 間 伐 材 利 用
促 進 対 策 事 業

小  計 (ha) 389.37 360.02 374.30 362.30 345.85 1,831.84

作 業 路 開 設 (m) 20,114 17,321 21,808 21,017 20,976 101,236

作 業 路 拡 幅 (m) － － － － － 0

作 業 路 補 修 (m) 166 － － － － 166

小  計 (m) 20,280 17,321 21,808 21,017 20,976 101,402

アカマツ林保全事業 (ha) － － － － － 0.00

境 界 保 全 事 業 (m) － － － － － 0

現地調査委託事業 (箇所) － － － － － 0

  ⑵ 分収育林事業

区  分 (単位) ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 計（3～7）

除 伐 ・ つ る 切 (ha) － － － － － 0.00

枝 打 (ha) － － － － － 0.00

保 育 間 伐 (ha) － － － － － 0.00

計 (ha) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

  ⑶ 林産物売払収入

区  分 (単位) ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 計（3～7）

事 業 量 (ha) 203.82 191.32 211.47 251.11 184.51 1,042.23

金 額 (円) 59,589,192 69,153,862 72,885,135 66,175,880 57,990,997 325,795,066

※ 令和４年度以降は主伐収入を含む。

(ha) 59.79 59.18 64.29

(ha) － － －

(ha) － － － 0.00－

324.59

－ 0.00

71.52

－

－

69.81
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 ２ 収支決算の状況

  ⑴ 収  入
   （単位：百万円）

区  分 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 計（3～7）

造 林 事 業 補 助 金 226 209 246 247 244 1,172

利 子 助 成 補 助 金 19 18 17 16 15 85

公 庫 償 還 補 助 金 667 655 643 635 628 3,228

公 庫 資 金 126 110 118 113 112 579

県 借 入 金 87 87 87 87 87 435

林 産 物 収 入 60 69 73 66 58 326

雑 収 入 2 0 0 2 1 5

特 定 資 産 取 崩 5 22 121 191 114 453

そ の 他 17 48 74 26 22 187

小   計 1,209 1,218 1,379 1,383 1,281 6,470

前 期 繰 越 △83 △84 △92 △84 △91 △434

合   計 1,126 1,134 1,287 1,299 1,190 6,036

（注）借換資金及び短期借入金（短期借入金の支払に当てる長期借入金を含む。）を除く。

  ⑵ 支  出
   （単位：百万円）

区  分 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 計（3～7）

事 業 費 327 308 342 350 348 1,675

管 理 費 83 85 92 93 87 440

  公 庫 償 還 金 507 539 541 584 488 2,659

公 庫 支 払 利 息 241 235 228 219 211 1,134

県 償 還 金 7 6 4 1 1 19

分 収 支 出 17 22 31 14 12 96

特 定 資 産 取 得 － 1 101 101 101 304

そ の 他 28 30 32 28 27 145

計 1,210 1,226 1,371 1,390 1,275 6,472

次 期 繰 越 金 △84 △92 △84 △91 △85 △436

（注）１ 借換資金及び短期借入金（繰上償還の支払に当てた短期借入金を含む。）を除く。

   ２ 公庫支払利息には、償還期限未到来利息が含まれている。

   ３ ７年度の次期繰越金△85百万円には、償還期限未到来利息124百万円が含まれており、

    これを除くと次期繰越金は39百万円となる。
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 ３ 財産の状況

貸 借 対 照 表 （令和８年３月31日現在）
（単位：千円）

科   目 金   額 科   目 金   額

流 動 資 産 117,642 流 動 負 債 652,820

 現金預金 108,207  短期借入金 60,000

 販売用資産 4,836  次期返済長期借入金 449,129

 未収金 4,478  未払金 10,455

 前払費用 121  未払費用 127,421

固 定 資 産 67,553,917  賞与引当金 5,527

 基本財産 31,500  預り金 288

  基本財産積立資産 31,500 固 定 負 債 47,314,858

 特定資産 20,203,905  長期借入金 47,287,558

  退職給付引当資産 4,368   政策公庫借入金 11,817,952

  経営改善積立資産 294,241   県借入金 35,469,606

  森林補助金形成資産 19,905,296  長期未払金 22,932

 その他の固定資産 47,318,512  引当金 4,368

  森林資産 47,310,999   退職給付引当金 4,368

  構築物 0 負 債 合 計 47,967,678

  車両運搬具 0

  什器備品 4,331 正 味 財 産 19,703,881

  電話加入権 331  指定正味財産 19,936,796

  ソフトウエア 2,788   出捐金 25,500

  その他の固定資産 63   森林資産形成補助金 15,263,205

    公庫償還補助金 4,642,091

  寄付金 6,000

 一般正味財産 △232,915

合   計 67,671,559 合   計 67,671,559

負債及び正味財産の部資 産 の 部
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